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令和2年度 市長公室の重点課題 

部長名  横田 拓也  

＜全体方針＞ 

行政を支える職員の確保やその能力を最大限発揮できる職場環境づくりをはじめ、真に求められる有用な政策の立案や調整を図り、分かりやすい情報発信に努め

る。あわせて、新庁舎での円滑な業務開始につながるよう、効果的なネットワークの構築や情報技術の活用を着実に進める。また、地域防災力の更なる強化や日常

生活の安全を支援し「豊かで暮らしやすいまち丸亀」を市民とともに実現していく。 

 

＜課ごとの指導方針＞ 

広聴広報課 

「広報まるがめ」や市ホームページ、フェイスブック等、様々な手段による分かりやすい市政情報の発信に努め、市民がまちづくりに理解と関心を深めることで、

市民の主体的な市政への参加に繋げていきたい。また、誰もが、気軽に市に対して意見を述べることができ、その意見が適切にフィードバックされる双方向の広聴・

広報を目指す。 

ふるさと納税については改正地方税法の趣旨に則りながら、本市の特色ある魅力等を発信・PRし、財源確保に努めるとともに、企業版ふるさと納税では、丸亀市

ならではのプロジェクトを提案し、企業に寄附を働きかける。 

秘書政策課 

 第二次丸亀市総合計画の各施策を全庁的に推進し、豊かで暮らしやすいまち丸亀を目指すとともに、第 2期未来を築く総合戦略を推進し、人口減少対策や定住施

策に取り組む。また、引き続き第 2次瀬戸内中讃定住自立圏共生ビジョンや第四次行政改革プランを推進し、広域での施策推進や業務改善に努める。一方、平和行

政を推進するほか、国際交流については、在留外国人の人口動向を注視しつつ、生活支援や交流事業などに取り組み多文化共生社会を目指す。新たに所管する情報

政策については、庁内ネットワークの安定的運用や情報セキュリティ確保を図るため、新庁舎におけるＩＣＴを活用したネットワークシステムを構築するとともに、

ＲＰＡやＡＩなどの情報技術の活用を目指す。 

職員課 

厳しい社会情勢の中、更なる市民サービスの充実と、持続可能な行政システムの構築に取り組んでいくため、職場環境の整備や職員の育成に努めるとともに、優

秀な人材を確保していくこと。また、会計年度任用職員や再任用職員、任期付職員についても、効率的な人員体制の整備につながるよう、適切な任用を図ること。 

危機管理課 

市民一人ひとりが、主体的な行動を取ることにより「自らの命は自らが守る」意識の周知徹底を図る。 

避難対策では行政主導から市民主体へと意識転換をし、今後予想される大規模災害に対し自らの判断で行動する社会が構築されるよう関係機関と連携し、市民や

地域に向けて最大限の支援を行う。 

交通安全については、高齢者の方の事故が多い傾向であることから、引き続き運転免許証自主返納支援事業の啓発・周知に努め、事故の抑制を図る。 



2 

 

令和2年度 各課の重点的取組 最終評価 

課名 

(連携が必要な部署) 
重点課題 

課題解決に向けた 

具体的方策 
成果目標 総合計画 

評価 

(進捗結果) 
所見 

広聴広報課 

（全庁） 

★ふるさと納税の推進 ●市の特産品をさらに発

掘し返礼品に加え、全

国に市の魅力を発信

し、地域産業の活性化

を図る 

●さまざまな広告媒体を

活用したＰＲ、チャンネ

ルサイトの拡充による

歳入増を図る 

●寄附金活用事業として

平成30年度に新たに加

えた「日本一の高さを誇

る丸亀城石垣を修復する

事業」を効果的に全国に

発信し、石垣修復の財源

を確保する 

●企業版ふるさと納税を

活用するプロジェクトの

提案 

○寄附金額 1.1億円 

（「日本一の高さを誇る

丸亀城石垣を修復する

事業」には特に注力す

る） 

 

○企業版ふるさと納税

を活用したプロジェクト

を国に申請する 

27－②－1.2 

Ｃ 

ふるさと納税は、地元事業所への個別PR

や商工会議所との連携により特産品を新

たに返礼品に加え約 300品目と充実させ

たことにより、寄附金額が増加した。また、

コロナ対策の取り組みとして、「新型コロ

ナウイルス対策の支援への寄附」を使途

に追加した。引き続き石垣修復への寄附

に特化した広告を実施した。 

企業版ふるさと納税は、令和 2 年度から

国の認定手続が簡素化されたことにより、

「丸亀市未来を築く総合戦略」に基づく包

括的な地域再生計画での申請を実施し、

2件の寄附があった。 

 

 

広聴広報課 

（全庁） 

★「広報まるがめ」、市

ホームページ、フェイス

ブックの充実及び情報

発信力の強化 

【重点プロジェクト 60】 

●カラー紙面、写真を増

やし、情報を受け取る市

民の目線で「伝わる広

報」の作成 

●ホームページの内容

○ホームページアクセ

ス数（丸亀城ＨＰ含む） 

令和2年度末 

120万件 

○フェイスブックいいね

27－①－1.2.3 

Ｃ 

新型コロナウイルス等、市民の安心安全

に関わる情報を正確に分かりやすい内容

で提供した。 

丸亀市 PR 動画を作成し、地域情報を積

極的に発信した。 
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がわかりやすく、タイムリ

ーな情報となるよう管理

運営する 

●フェイスブック、また新

たにPR動画を活用しイベ

ント情報や地域の魅力等

を発信する 

●「情報発信推進チー

ム」を軸に、全庁的に

広聴・広報マインドの

醸成を図る 

数  

令和2年度末 

3,000件 

情報発信推進チームは、「マルカメラ」を

利用した、市内の飲食店を応援する「＃

まるがメシ」を企画し、新たな取組みを実

施した。 

秘書政策課 

★第二次丸亀市総合計

画の推進 

 

●第二次丸亀市総合計画

の着実な推進と進行管理 

(2018年度～2021年度) 

○第二次総合計画の各

施策の成果指標に向け

た進捗 

31－⑦－1,2 

 Ｃ 

○「行政評価」や「部の重点課題」の進行管

理により、総合計画の進行管理を実施 

秘書政策課 

★行政評価の実施と手法

の検討 

●外部評価の評価事業の

選定方法や、評価手法の

改善に向けた検討 

行政評価委員会協議等 

○外部評価等 31－⑦－1,2 

 

Ｃ 

○令和元年度に実施した事業及び施策に

ついて、１次評価、２次評価を実施 

○重点プロジェクトの内の５つの令和元年

度取組について、外部評価を実施（行政評

価委員会の開催：８月４日、25 日、10 月 16

日（11月25日に市長に報告書提出） 

秘書政策課 

★第四次丸亀市行政改

革プランの推進 

【重点プロジェクト 68】 

●第四次丸亀市行政改革

プランの着実な推進と進

行管理 

(2018年度～2021年度) 

行政改革推進委員会報告 

○第四次行政改革プラ

ンの各取組の進捗 

○｢業務改善プロジェク

ト｣の推進 

31－⑥－2 

 

Ｃ 

○行政改革プランの令和元年度及び令和２

年 10 月までの取組について、行政改革推

進員会で進行管理を実施（２月26日会議開

催） 

○「業務改善プロジェクト」の民間活力活用

業務として、３課３業務について令和３年度

予算に委託料を計上した。また、ICT 活用
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業務については、令和２年度において、１

課９業務にRPAの導入を行った。 

秘書政策課 

★第２期丸亀市未来を築

く総合戦略の推進 

●第2期丸亀市未来を築

く総合戦略の各施策の着

実な推進と報告 

(2020年度～2024年度) 

未来を築く地域戦略会議

協議等 

○第2期丸亀市未来を築

く総合戦略の各施策の成

果指標に向けた進捗 

 

 

31－④－1 

Ｃ 

○未来を築く総合戦略会議において、KPI

の達成状況を中心とした第１期総合戦略の

推進状況と、第２期総合戦略の推進計画に

ついて報告・協議を実施（12月17日会議開

催） 

秘書政策課 

★瀬戸内中讃定住自立

圏形成の推進 

【重点プロジェクト 66】 

●周辺市町との連携 

●第２次定住自立圏共生

ビジョンの各施策の着実な

推進と進行管理（2017年

度～2021年度） 

定住自立圏ビジョン懇談

会・事務調整会議協議等 

○第 2 次定住自立圏共

生ビジョンの各施策の成

果指標に向けた進捗 

31－⑤－1,2 

 

Ｃ 

○２市３町の担当者による事務調整会議を

開催（７月22日） 

○共生ビジョンの進行管理などを行う懇談

会を開催（７月30日） 

○ビジョンの推進について２市３町の首長

へ報告し、首長が課題などについて協議す

る推進委員会を開催（８月12日） 

秘書政策課 

★丸亀市教育大綱の推

進 

●教育委員会と連携した

教育大綱の推進や課題等

の解決 

総合教育会議協議等 

○定例の教育委員会等

にあわせた総合教育会

議の開催と課題解決 

 

２－①～⑧ 

Ｃ 

○総合教育会議を開催し、市長と教育委員

との意見交換を実施 

・6/29 学校 ICT 化と成人式の開催方法に

ついて 

・9/28 学校 ICT 化に向けた整備状況と学

校給食費公会計化について 

・1/25 教育委員会予算と組織機構につい   

て    

秘書政策課 

★最適な組織機構の検

討 

●新庁舎での組織機構の

スタート 

○新組織の検証と検討 31－①－１ 

Ｃ 

○定員管理ヒアリングなどにおける各部課

の意見のほか、デジタル化などの課題に対

応するため、新たな組織機構を令和３年４

月１日からスタートする。 
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○新庁舎での業務実施を見据えた現組織

については、新庁舎での業務が開始してか

ら一定期間経過後に検証を行う予定である 

秘書政策課 

★市長指示や各部の課

題解決等の推進・検討・

調整 

●市長指示や各部門間の

ほか、社会経済情勢等の

変化に伴う新たな課題の

解決等に向けた調整・推

進機能の発揮 

○各政策や課題解決の

推進 

－ 

Ｃ 

○特別定額給付金事業を実施（給付金の申

請期限：８月 25 日） 給付率：世帯 99.6％、

人数99.8％ 

○マイナポイント事業を関係課とともに実施

（事業実施期間が令和３年９月末まで延長さ

れた） 

秘書政策課 

（全庁） 

★新庁舎での庁内ネッ

トワークの安定的な運用

管理及び情報システム

の維持管理 

●庁内ネットワークを集

中的に管理・制御できる

ICT技術（SDN）を駆使す

る 

〇庁内ネットワークの構

築及び情報システムを

新庁舎へ移設し、安定

的に稼動させる 

27－⑤ 

A 

○新庁舎に ICT 技術を駆使したネットワ

ークを構築し、短期間での各情報システ

ムの移設及び動作確認を行い、開庁日に

は何のトラブルもなく業務を開始すること

ができた。 

秘書政策課 

（全庁） 

★ＩＣＴ活用による業務

効率化の推進 

●ICT 活用研究会での

意見を踏まえ RPA や AI

の導入可能な業務を選

定し導入に向けた取組を

推進する。 

〇情報技術活用プラン

(予定表)の作成 

〇RPAやAIの導入 

・本格導入 2業務 

・実証実験 2業務以上 

27－⑤ 

Ｃ 

〇行政のデジタル化に向けて、国の動き

を踏まえ庁内の取組項目を整理し周知 

〇RPAやAIの実証・実装 

・本格導入：保育所入所判定(AI)、児童手

当の現況届(RPA) 

・実証実験：ゼロ申告入力業務(RPA)、会

議録作成支援(AI)、固定資産税の農地及

び宅地の評価入力業務(RPA)、心身障害

児通園・通学費助成申請書(AI-OCR) 

秘書政策課 

（広聴広報課） 

（人権課） 

（福祉課） 

（教・総務課） 

★次世代に戦争被害の

実相と平和の尊さを伝え

ていく 

●市民や団体等の協力の

もと啓発事業を実施し、反

核平和について考える機

会の設定 

○平和パネル展等の開

催 

 

 

 

25－⑦－1 

 

Ｃ 

〇平和パネル展等の開催 

「私の戦争体験談」掲示 

・8月3日～26日：市役所本館1階ロビー 

・8月11日～21日：飯山市民総合センター

１階ロビー 
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（学校教育課）  

 

 

 

 

 

 

 

○戦争体験講話会の開

催 

 

○戦争体験記の冊子化 

 

 

 

 

 

〇まるみらい広場「タイム

カプセル」掘起し 

・8月11日～21日：綾歌市民総合センター

1階ロビー 

・11月15日：生涯学習センター（戦没者追

悼式） 

【中止分】 

・9月20日:文化交流祭 

・12月20日：人権フェスティバル 

 

令和2年度：中止。 

 

 

2月9日配布 

市内小学校6年生各学級1、図書室1、学

校用2    小学校計84冊 

市内中学校1～3各学級1、図書室1、学 

校用2    中学校計112冊 

 

8月21日：まるみらい広場「タイムカプセル

開封式」実施 

11月7日～23日：まるみらい広場「タイムカ

プセル展」開催   来場者511名 

秘書政策課 

（人権課） 

（クリーン課） 

★多文化共生の推進（外

国人と地域住民がともに

暮らしやすい環境づくり

の推進） 

●市国際交流協会と連携

し、在留外国人の生活支

援と相互理解のための機

会の提供 

〇外国人相談の充実 

 

 

〇防災研修の継続 

 

 

 

25－⑤－2 

 

 

Ｃ 

4月、多言語翻訳機2台導入。対応言語の

充実 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

バスツアーは中止。 

防災研修の代わりとなる在留外国人向け避

難所マニュアルを作成。 



7 

 

 

 

 

 

 

〇日本語学習支援の継

続 

 

 

 

 

〇多言語でごみ分別表

の作成 

対応言語：4か国語：やさしい日本語、英

語、中国語、スペイン語 

配布先：国際交流協会窓口、日本語教室等

で配布。危機管理課にはデータ提出。 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴

い、日本語教室は 6月末まで閉講していた

が、7月から感染防止対策を講じ再開。 

水曜教室39回延214人、日曜教室35回

延177人 

 

1月作成完了、2月配布 

対応言語：7か国語：やさしい日本語、英

語、中国語、スペイン語、ベトナム語、ポルト

ガル語、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語 

配布先：クリーン課、市民課、住宅課、国際

交流協会窓口 

職員課 

（財務課） 

（会計課） 

★会計年度任用職員制

度の円滑な運用 

●任用や給与事務など

について職員課をはじ

め、財務課、会計課、所

属課が連携を密にした取

り組み 

〇制度運営に万全を期

し、不測の事態に対し

ても対応を可能とする 

－ 

 

 

 

 

C 

新たな制度に伴い給与面や服務面につ

いて大小様々な検討課題が生じている

が、県や他団体との連絡を密にし、対応

した。 

職員課 ★職員採用試験制度の

再考と人材育成 

●職員採用試験の選考

方法の見直し 

●各研修の成果の共有

方法について検討 

〇受験者数の前年比増 

〇合格発表までの期間

の短縮 

〇研修を受けたものだ

けでなく、その成果が

他の職員にも広く伝わ

－ 

C 

〇昨年度と比較して、採用予定者が増え

たこともあり、総受験者数は増加してい

る。（106人⇒179人） 

〇合格発表までにの期間については、

概ね短縮ができている。 

〇職員研修については、派遣研修、主催
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る方策について検討す

る。 

研修ともに、コロナ禍の中、充分にできて

いない。 

職員課 ★働き方改革の推進及

び職場環境の改善 

●ノー残業デーの徹底 

●事務効率化に向けた

改善 

●時間外勤務の縮減 

●男性の育児休業取得

促進 

●ハラスメント対策の充

実 

●ストレスチェックによる

メンタル対応の充実 

○時間外を前年度実績

から5％縮減 

○事務改善に向けた取

組みの推進 

○男性の育児休業取得

の促進 

○各種ハラスメントの相

談受付 

〇高ストレス者率の改

善 

－ 

C 

〇新型コロナウイルス感染症の蔓延によ

り、服務や業務の見直しを余儀なくされて

いる中、結果として、約 31％の時間外勤

務縮減効果が生じている。 

〇コロナ禍にあって、新たにリモート研修

を導入するなど、業務のあり方について、

見直しを行っている。 

〇男性の育休業取得者については、新

規に 2人が取得した。 

〇ハラスメントについては、相談者の意

向に十分に配慮しながら、慎重に対応し

ている。 

〇高ストレス者率については昨年の 13％

から 12％へと改善した。 

危機管理課 ★危機管理体制の強化 ●防災行政無線の適切

な運用と活用を図るととも

に安定的で確実な情報

伝達手段の調査研究 

 

 

●市内主要河川の新た

な浸水想定区域の周知

徹底 

〇新庁舎完成に伴い、

災害対策本部を移設す

るにあたり防災行政無

線システムの部分更新

を行う。また引き続き新

たな手法についての情

報収集に努める 

〇新たなハザードマッ

プについて広報誌等で

広く周知を行う 

11－②－2 

11－③－3 

C 

新庁舎の移転に合わせ、防災行政無線

システムの部分更新及び災害対策本部

室の移設を行った。 

新たな伝達手法について、情報収集や

調査・研究を進めている。 

新防災マップについて、11 月市広報誌と

併せて全戸配布を行うとともに、市 HP に

も掲載している。 

危機管理課 

（全庁） 

★地域防災力の強化 ●職員防災訓練につい

て新庁舎完成後、新たな

〇2 時間以内での災害

地策本部の立ち上げを

11－③－2 

 
D 

訓練日をR3.1.17とし、職員や関係機関等

への説明会を開催してきたが、香川県内
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災害対策本部室におい

て、立ち上げ訓練を行う

とともに発災後 4 時間を

想定した訓練の実施 

目指す。職員防災訓練 

（R3年1月） 

 

 

 

 

 

での新型コロナウイルス感染症の警戒レ

ベルが感染防止対策期に引き上げられ

たこと等を総合的に判断し、R3.1.8 に中

止とした。 

危機管理課 ★自主防災組織の体制

強化 

【重点プロジェクト 27】 

●地区防災計画の策定

に関する支援 

 

●自主防災組織が主体

的に行う地域防災力向上

のための取り組みに対

する助成 

地区防災計画策定済の

地区数（令和2年度末3

地区） 

〇自主防災組織等連絡

協議会における視察研

修（令和 2 年徳島県防

災センター） 

11－②－6 

 

 

 

 

 

11－①－1 

D 

数地区から問い合わせがあり、必要な支

援等を行った。（令和2年度末1地区） 

 

1 月末の徳島県への視察研修を予定して

いたが、新型コロナウイルス感染症の危

険性などを考慮し、中止とした。 

危機管理課 ★災害時の自助による

減災対策 

●大規模災害に伴う被害

軽減対策 

〇家具転倒防止器具設

置支援補助金（40 世

帯） 

〇防災アドバイザーに

よる出前講座開催数

（40回） 

 

 

 

11－①－2 
C 

家具転倒防止器具設置補助金につい

て、申請件数は２２件 

 

出前講座は新型コロナウイルス感染症の

影響もあり、開催数は１０回 

危機管理課 ★高齢者運転免許証の

自主返納の促進 

【重点プロジェクト№24】 

●高齢者運転免許証の

自主返納支援事業の周

知・啓発 

 

○運転免許証自主返納

支援事業の受付者 

450名 

 

Ｃ 

運転免許証自主返納支援事業の受付者

数は令和３年３月１９日現在３８５名 

 


